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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

第１四半期
連結累計期間

第20期
第１四半期
連結累計期間

第19期

会計期間
自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日

自 平成29年６月１日
至 平成29年８月31日

自 平成28年６月１日
至 平成29年５月31日

売上高 (百万円) 24,513 25,713 157,001

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △2,580 △2,307 3,475

親会社株主に帰属する四半期純損
失(△)又は親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) △2,074 △1,729 901

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △2,080 △1,767 896

純資産額 (百万円) 11,153 11,874 14,088

総資産額 (百万円) 89,467 86,237 83,350

１株当たり四半期純損失金額(△)
又は１株当たり当期純利益金額

(円) △69.04 △57.53 30.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.2 13.6 16.7

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第19期第１四半期連結累計期間及び第20期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する

必要があるものの、雇用・所得環境の改善や個人消費に持ち直しの動きが続いたことから、緩やかな回復基調とな

りました。

当社グループの属する住宅業界におきましては、住宅ローンの低金利水準の継続や政府による各種住宅取得支援

策の効果により、住宅取得に対する関心が継続する中、持家の着工については底堅い動きとなりました。

このような状況の中、当社グループにおきましては、2016年５月期よりスタートした中期経営計画「タマステッ

プ2018」に則り、「“面”の展開から、“層”の拡大による成長へ」を基本方針とし、多様な商品・サービスをご

提供することで顧客層の拡大を図り、新たな成長軌道の基盤づくりを進めています。

各事業の概略は以下のとおりです。

(住宅事業)

住宅事業においては、移転により１ヶ所の出店を行い、営業拠点は238ヶ所になりました。また、モデルハウ

ス、ショールームのリニューアルを８ヶ所において実施しました。前連結会計年度に引き続き、地域特性を生か

した商品の販売エリアを拡大したほか、平成29年７月より新たに200棟限定で販売開始したベーシックライン（低

価格帯商品）の「シフクノいえⅢ」においては、受注好調に伴い、平成29年９月より販売棟数を50棟追加しまし

た。これらの商品が好調に推移しているため、一棟当たりの平均単価は下落したものの、引渡棟数が前年同期比

で増加したことにより、増収となりました。

また、入居後10年を経過したお客様を中心に、保証延長工事等のリフォーム受注活動を積極的に展開したこと

により、リフォーム事業が引き続き堅調に推移しました。

以上の結果、当事業の売上高は21,182百万円（前年同期比6.1％増）、営業損失は2,424百万円（前年同期は

2,480百万円の営業損失）となりました。

(不動産事業)

不動産事業においては、オリンピック需要拡大による職人不足が進んでおり、着工期間の長期化への影響が懸

念されます。この結果、戸建分譲の引渡棟数は前年同期比で減少しました。職人確保のための取組を実施すると

ともに、消費増税に向けて販売用地の確保にも注力していきます。

マンション販売においては、「アンシア西新井パークレジデンス（全42戸）」が平成29年７月に完売しまし

た。その他販売中物件の福岡県久留米市にある「KURUME THE MID TOWER（全88戸）」と東京都世田谷区にある

「グレンドール二子玉川（全23戸）」は、当連結会計年度中の完売を計画しています。今後については、都心エ

リアの用地購入を慎重に検討し、新たなプロジェクトを進めていきます。

以上の結果、当事業の売上高は2,825百万円（前年同期比6.2％減）、営業利益は87百万円（同29.0％減）とな

りました。
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(金融事業)

金融事業においては、住宅火災保険の付保率は前年同期比で上昇したこともあり、増収となりました。また、

生命保険販売は、収益性の向上に努めており、人員の強化を進めることで収益拡大を図っています。さらに、金

融市場では依然として長期金利が低水準を維持しており、フラット35の利用率は安定しているため、住宅ローン

手数料収入は堅調に推移しています。また、住宅購入者向けのつなぎ融資事業も計画通りの推移をしています。

以上の結果、当事業の売上高は235百万円（前年同期比16.6％増）、営業利益は80百万円（同67.6％増）となり

ました。

(エネルギー事業)

エネルギー事業においては、好天が続いたことにより、福岡県大牟田市においてメガソーラー発電施設の商業

運転が好調に推移しました。

以上の結果、当事業の売上高は281百万円（前年同期比1.5％増）、営業利益は147百万円（同4.4％増）となり

ました。

(その他事業)

その他事業においては、住宅事業における引渡棟数の増加により住宅周辺事業が好調に推移しました。また、

グループ会社において経費削減を進めた結果、営業損失が縮小しました。

以上の結果、当事業の売上高は1,188百万円（前年同期比12.9％増）、営業損失は73百万円（前年同期は176百

万円の営業損失）となりました。

以上の結果、当社グループの連結経営成績は、売上高25,713百万円（前年同期比4.9％増）となりました。利益

につきましては営業損失2,179百万円（前年同期は2,341百万円の営業損失）、経常損失2,307百万円（前年同期は

2,580百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失1,729百万円（前年同期は2,074百万円の親会社株

主に帰属する四半期純損失）となりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、33百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に、重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年８月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年10月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,055,800 30,055,800
東京証券取引所
（市場第一部）
福岡証券取引所

単元株式数 100株

計 30,055,800 30,055,800 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年６月１日
～平成29年８月31日

― 30,055 ― 4,310 ― 4,249

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,051,300
300,513 ―

単元未満株式
普通株式

4,500
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 30,055,800 ― ―

総株主の議決権 ― 300,513 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年６月１日から平成

29年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成29年６月１日から平成29年８月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。

決算短信（宝印刷） 2017年10月09日 14時28分 9ページ（Tess 1.50(64) 20170828_01）



― 10 ―

１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,706 21,075

受取手形・完成工事未収入金等 1,517 1,243

営業貸付金 2,971 4,068

販売用不動産 4,682 5,760

未成工事支出金 5,905 11,932

仕掛販売用不動産 9,055 8,766

その他のたな卸資産 441 470

繰延税金資産 1,105 1,799

その他 1,657 1,804

貸倒引当金 △6 △5

流動資産合計 54,037 56,915

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,244 11,026

機械装置及び運搬具（純額） 3,902 3,851

土地 8,245 8,244

その他（純額） 313 546

有形固定資産合計 23,705 23,667

無形固定資産 232 220

投資その他の資産

投資その他の資産 6,028 6,086

貸倒引当金 △652 △652

投資その他の資産合計 5,375 5,433

固定資産合計 29,313 29,321

資産合計 83,350 86,237
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 12,174 10,396

短期借入金 7,309 9,692

1年内償還予定の社債 200 200

1年内返済予定の長期借入金 4,999 6,067

未払法人税等 1,972 114

未成工事受入金 13,921 23,346

完成工事補償引当金 1,065 1,081

賞与引当金 246 603

その他 5,735 3,760

流動負債合計 47,625 55,262

固定負債

社債 100 100

長期借入金 18,709 16,064

資産除去債務 1,547 1,544

その他 1,279 1,391

固定負債合計 21,636 19,100

負債合計 69,261 74,363

純資産の部

株主資本

資本金 4,310 4,310

資本剰余金 4,362 4,361

利益剰余金 4,898 2,718

株主資本合計 13,570 11,389

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11 13

繰延ヘッジ損益 △1 △0

為替換算調整勘定 338 299

その他の包括利益累計額合計 348 312

非支配株主持分 168 171

純資産合計 14,088 11,874

負債純資産合計 83,350 86,237
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
　至 平成28年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年６月１日
　至 平成29年８月31日)

売上高 24,513 25,713

売上原価 17,768 19,083

売上総利益 6,745 6,630

販売費及び一般管理費 9,086 8,809

営業損失（△） △2,341 △2,179

営業外収益

受取利息 42 2

受取配当金 0 0

為替差益 － 12

違約金収入 13 17

その他 32 47

営業外収益合計 88 78

営業外費用

支払利息 96 95

為替差損 164 －

解決金 － 57

その他 66 54

営業外費用合計 328 207

経常損失（△） △2,580 △2,307

特別損失

固定資産除却損 11 1

リース解約損 3 3

減損損失 － 24

賃貸借契約解約損 － 4

特別損失合計 15 33

税金等調整前四半期純損失（△） △2,595 △2,341

法人税、住民税及び事業税 107 100

法人税等調整額 △627 △712

法人税等合計 △520 △612

四半期純損失（△） △2,075 △1,729

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △0

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,074 △1,729
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
　至 平成28年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年６月１日
　至 平成29年８月31日)

四半期純損失（△） △2,075 △1,729

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △6 2

繰延ヘッジ損益 △1 0

為替換算調整勘定 2 △41

その他の包括利益合計 △4 △38

四半期包括利益 △2,080 △1,767

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,074 △1,765

非支配株主に係る四半期包括利益 △5 △2
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【注記事項】

(連結の範囲の重要な変更)

　該当事項はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

以下の金融機関からの借入債務に対する債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成29年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

当社の顧客である住宅購入者の金融機関
からの借入債務に対する保証

2,088百万円 2,210百万円

(四半期連結損益計算書関係)

　売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年６月１日 至 平成28年８月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自 平

成29年６月１日 至 平成29年８月31日)

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大きいた

め、通常、第１四半期連結会計期間の売上高の連結会計年度の売上高に占める割合は相対的に低くなる傾向があり

ます。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年６月１日
至 平成29年８月31日)

減価償却費 594百万円 475百万円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年６月１日 至 平成28年８月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月30日
定時株主総会

普通株式 300 10.0 平成28年５月31日 平成28年８月31日 利益剰余金

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年６月１日 至 平成29年８月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年８月30日
定時株主総会

普通株式 450 15.0 平成29年５月31日 平成29年８月31日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年６月１日 至 平成28年８月31日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

住宅
事業

不動産
事業

金融
事業

エネルギー
事業

計

売上高

(1)外部顧客への
売上高

19,970 3,010 202 277 23,461 1,052 24,513 ― 24,513

(2)セグメント間
　 の内部売上高

又は振替高
42 32 ― ― 75 1,641 1,716 △1,716 ―

計 20,012 3,043 202 277 23,536 2,693 26,230 △1,716 24,513

セグメント利益
又は損失(△)

△2,480 123 48 141 △2,167 △176 △2,344 3 △2,341

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、家具・インテリア事業、広告代理

業及び海外事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額3百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年６月１日 至 平成29年８月31日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

住宅
事業

不動産
事業

金融
事業

エネルギー
事業

計

売上高

(1)外部顧客への
売上高

21,182 2,825 235 281 24,524 1,188 25,713 ― 25,713

(2)セグメント間
　 の内部売上高

又は振替高
47 32 ― ― 80 1,883 1,964 △1,964 ―

計 21,229 2,858 235 281 24,605 3,072 27,678 △1,964 25,713

セグメント利益
又は損失(△)

△2,424 87 80 147 △2,109 △73 △2,183 4 △2,179

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、家具・インテリア事業、広告代理

業及び海外事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額4百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年６月１日
至 平成29年８月31日)

１株当たり四半期純損失金額 69円04銭 57円53銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(百万円) 2,074 1,729

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(百万円)

2,074 1,729

普通株式の期中平均株式数(株) 30,055,800 30,055,800

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成29年10月６日

タマホーム株式会社

取締役会 御中
　

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 加 賀 美 弘 明 ㊞

　
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 禎 ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタマホーム株式

会社の平成29年６月１日から平成30年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年６月１日から

平成29年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年６月１日から平成29年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タマホーム株式会社及び連結子会社の平成29年８月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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